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貸  借  対  照  表
(2020年 6月30日 現在)

(単位　円)

科  目 金  額 科  目 金  額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流  動  資  産 1,703,798,347 流  動  負  債 1,163,374,523

現 金 及 び 預 金 299,292,044 買 掛 金 324,890,249

受 取 手 形 6,883,250 未 払 金 75,868,767

売 掛 金 845,895,959 未 払 費 用 25,725,375

仕 掛 品 73,192,405 未 払 住 民 税 等 22,079,897

前 払 費 用 359,215,069 未 払 消 費 税 等 105,920,400

関 係 会 社 預 託 金 100,000,000 前 受 収 益 343,318,325

そ の 他 24,930,500 受 注 損 失 引 当 金 7,330,000

貸 倒 引 当 金 △ 5,610,880 賞 与 引 当 金 215,301,016

役 員 賞 与 引 当 金 28,869,984

そ の 他 14,070,510

固  定  資  産 425,732,176 固  定  負  債 37,872,847

有形固定資産 90,271,708 資 産 除 去 債 務 28,481,859

建 物 73,380,799 そ の 他 9,390,988

減 価 償 却 累 計 額 △ 7,384,155

車 両 運 搬 具 440,500 負    債    合    計 1,201,247,370

減 価 償 却 累 計 額 △ 146,833 (純資産 の 部)

工 具 、 器 具 及 び 備 品 71,880,848 株　主　資　本 928,283,153

減 価 償 却 累 計 額 △ 47,899,451 資    本    金 100,000,000

無形固定資産 23,934,865 資 本 剰 余 金 100,000,000

ソ フ ト ウ エ ア 23,934,865 資 本 準 備 金 100,000,000

投資その他の資産 311,525,603 利 益 剰 余 金 728,283,153

敷 金 ・ 保 証 金 175,227,756 そ の 他 利 益 剰 余 金 728,283,153

繰 延 税 金 資 産 95,368,193 繰 越 利 益 剰 余 金 728,283,153

そ の 他 40,929,654

純   資   産   合  計 928,283,153

資    産    合    計 2,129,530,523 負債 及び 純資産 合 計 2,129,530,523



 

 

個 別 注 記 表 

 

(重要な会計方針に係る事項) 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   仕掛品、原材料 個別法による原価法 (貸借対照表価額は収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定) 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産  主として定率法 

   (リース資産を除く) ただし、2016 年４月１日以降に取得した建物附属設備につ

いては、定額法を採用しております。 

 (主たる耐用年数) 

  建物        ８年から 10 年 

  車両運搬具     ２年 

  工具、器具及び備品 ３年から８年 

 (2) 無形固定資産 定額法 

   自社利用のソフトウエア 耐用年数については、社内における利用可能期間(５年) 

 

３．引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込額に基

づき当事業年度負担額を計上しております。 

 (3) 役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込額に基づ

き当事業年度負担額を計上しております。 

(4) 受注損失引当金 受注契約に係る案件のうち、当事業年度末時点で将来の損失

が見込まれ、かつ当該損失額を合理的に見積もることが可能

なものについて、将来の損失に備えるため、その損失見込額

を計上しております。 

 

４．重要な収益及び費用の計上基準 

   受注制作のソフトウエアに係る売上高及び売上原価の計上基準 

  ① 当事業年度末までの進捗部分についての成果の確実性が認められる契約 

    工事進行基準（契約の進捗率の見積りは原価比例法） 

  ② その他の契約 

    検収基準 

 

５．その他計算書類作成のための基本となる事項 

 (1)消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 

(2)連結納税制度の適用       ㈱アバントを連結親法人とする連結納税制度を適用しており

ます。 

 

 (当期純損益金額) 

 当期純利益  491,781,004 円 


